
中央合同庁舎第７号館及び民間施設の合築イメージ   容積対象総延床面積（上限） 
約２３万㎡ 

 
 

ＰＦＩ法の 
対象範囲 

民間収益施設 

現会計検査院敷地部分 現文部科学省敷地部分 

官庁棟 官民棟 

民間権利者・ 
売却予定保留床取得者 

文部科学省 

会計検査院 

金 融 庁 

 

国の機関の合計（容積対象延床面積 約１７万㎡） 

（容積対象延床面積 約３万㎡）

【入居官署】 
 ・文部科学省、会計検査院、金融庁 

 

【公共施設等の管理者等】 

 ・国土交通大臣（庁舎の整備） 

 ・文部科学大臣（庁舎の維持管理運営）


